
第 10 条　代議員会は毎年春季に１回これを開催する。ただし，会長の必要と認めた場合は臨時にこれを
開催することができる。
２．議長はその都度選出する。
３．代議員は，各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会で選出する。
４．代議員の数は，会員 30 名までは５名とし，これを超えた場合は，別表による。
５．代議員のうち１名は，当該郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会の長とする。
　ただし，代議員は第５条に定める会長，副会長，理事及び幹事長，幹事と重複するものであっ
てはならない。

６．各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会の長が，前項の役員に選出された場合は，
当該郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会において，別に代議員を選出するものと
する。

第 11 条　代議員会は最高決議機関とし，会長が招集し，次のことを審議決定する。
１．役員の選出
２．事業計画並びに予算の議決
３．決算の承認
４．会則の改正
５．その他必要な事項

第 12 条　評議員会は代議員会に準ずる決議機関とし，年間２回これを開催する。ただし，会長が必要
と認めた場合，又は評議員の半数以上の要求があった場合は，臨時にこれを開催する。
１．評議員は各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会の長とする。
２．第 10 条第５項のただし書及び第６項は，評議員についても準用する。

第 13 条　評議員会は会長が招集し，次のことを行う。
１．第 11 条第１項，第２項及び緊急案件の審議内容に関すること。
２．各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会の相互の連絡提携を図ること。
３．会務の遂行に関して，会長の諮問に応ずること。
４．その他必要な事項

第 14 条　理事会は会長が招集し，次のことにあたる。
１．会務の企画
２．代議員会，評議員会に提出する議案の作成
３．代議員会，評議員会で議決された事項の執行
４．その他緊急事項の処理

別表

会　員　数
31～40名
41～49名
50～99名
100名～

代　  議  　員  　数
６名（会長１名，各部１～２名）
７名（会長１名，各部１～２名）
９名（会長１名，各部２名）
13名（会長１名，各部３名）

第 15 条　大会は必要に応じてこれを開催し，会務の報告，その他の事業を行う。

第　５　章　　大　　会

第 16 条　この会の経費は，負担金，補助金，寄付金，その他の収入による。
第 17 条　この会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。

第　６　章　　会　　計

第 18 条　この会の執行に必要な細則は，別に定める。
第 19 条　この会則は，昭和21年４月30日から実施する。

昭和24年９月８日改正　　昭和27年３月16日改正　　昭和28年３月８日改正
昭和31年６月20日改正　　昭和32年５月17日改正　　昭和40年５月12日改正
昭和52年５月12日改正　　昭和53年５月12日改正　　昭和62年５月14日改正
平成９年５月23日改正　　平成13年５月11日改正　　平成18年５月11日改正
平成28年５月11日改正　　平成29年３月29日改正　　平成31年２月５日改正

第　７　章　　付　　則

新潟県小学校長会各部組織運営要綱

１. 根　　拠
　この要綱は会則第４条第２項及び第３項の規定により，各部及び特設委員会の組織運営について
定めたものである。

２. 基本的事項
  ⑴　各部は，対策部・福利部・研修部・広報部とする。
  ⑵　特設委員会は，各部の活動によりがたい場合，若しくは，臨時に部に類するものを必要とする場
合，本会独自に，又は他団体と提携して設けるものとする。

  ⑶　各部及び特設委員会は，理事会の委任を受けて，会務を執行することができる。
  ⑷　各部に正副部長を置き，理事がこれにあたる。
  ⑸　特設委員会に正副委員長を置き，会長が委嘱する。
 
３. 各部の活動領域
  ⑴　対策部　主として，教育制度，教育行政等の改善に向けた対策活動に関すること。
  ⑵　福利部　主として，教職員の地位待遇の向上に関すること。
  ⑶　研修部　主として，会員の研修並びに学校経営の研究に関すること。
  ⑷　広報部　主として，各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会，又は各会員の連携に関する
こと。

  ⑸　特設委員会　必要により定める。

４. 各部部員の選出
  ⑴　各部の部員は，各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会で選出し，会長が委嘱する。
  ⑵　各部の部員数は，会則第10条の別表の規定による。ただし，会長が必要と認めた場合は追加する
ことができる。

  ⑶　各部の部員は，２以上の部の部員と重複しないものとする。
  ⑷　特設委員会の委員は，会長が理事会の議を経て委嘱する。

５. 要綱の改正
  ⑴　この要綱は，評議員会で改正できるものとする。

      　備考　　昭和 53 年 5 月 12 日　改正
     　　　　　 平成 29 年 3 月 29 日　改正
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